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１．はじめに

UNICEF（2016）によると，児童の教育年数が１

年増えるごとに，成人後の所得が平均で10％増加

し，さらに若年層の教育年数が１年増えるごとに，

その国の貧困率は平均で９％低下する。その傾向は

最貧国ほど大きい。また佐野（2017）が，経済成長

率に与える様々な要因を除去した後で，経済成長率

と学力の関係を分析したところ，学力と経済成長率

は正の関係にあり統計的に有意であった。両者の因

果関係は必ずしも明らかではないが，学力の伸長が

経済成長に一定の貢献を果たすと考えられる。

これまで途上国児童や生徒の学力向上を目指して

先進国や国際機関などのドナーやNPO，NGOによ

る援助が多数行われてきた。しかし，ウィリアム・

イースタリー（2009）は，善意に溢れた先進国から

の援助は途上国の必要な人々に届いていないと指摘

している。援助額が平均以下だった国と，平均以上

だった国を比較しても，経済成長率に違いがなく，

援助は途上国に影響を与えていなかった。アビジッ

ト・V・バナジー，エステル・デュフロ（2012）は，

普遍的な答えを求めるのをやめ，現地の具体的な問
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要約

児童の学力向上に何が強く影響を及ぼしているかについては，これまで明らかになっておらず，その国の経

済状況にも強く影響されていると考えられている。カンボジアの児童の学力向上を効果的に支援する方策を探

るために，学力に影響を与えている要因を明らかにすることを目的としたアンケート調査を行った。対象は

シェムリアップ州バコン郡の小学校10ヶ所の小学４年生401人（有効回答人数）である。被説明変数を算数テ

ストの結果として，因子分析と共分散構造分析を実施し，どの要因が学力に影響を与えているのかを解析した。

パス解析から，児童の年齢の高さと留年経験を示す児童要因が学力に有意にマイナスの影響を与えていたこと

が明らかになった。有意にプラスの影響を与えていたのは，街までの距離である立地と，家庭資産及び家畜資

産である家庭の資産要因であった。校長の教員歴や学校設備，休校中の学校の対応である学校要因と児童の家

庭学習時間と家事労働時間である家庭時間要因は学力に有意な影響を与えていなかった。先行研究から経済発

展に伴い，学力に影響を及ぼす要因が学校要因から家庭要因に変わることが知られており，現在のカンボジア

もそのような状況にある。これまでカンボジアの教育政策やNPO，NGOによる支援は学校要因の支援に重点

が置かれてきたが，家庭要因の支援に重点を移す時期に入ってきたと考えられる。
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題を理解し，その問題ごとに効果的な解決方法を見

つけ，それを知識体系化すべきだと述べている。

学力向上策も同様で，どのような政策が効果的な

のかは地域の社会経済的状況に左右され，普遍的な

解を期待することはできない。まず，対象地域の学

力に何が影響を与えているのかを把握し，それをも

とに支援策を策定することが援助の効果を高めるの

に有効であろう。いたずらに教育予算を増やして

も，効果が発現するとは限らない。

本研究では，カンボジアの児童の学力に影響を及

ぼす要因を明らかにすることを目的としている。そ

のために，2022年８月から９月に独自に実施した

カンボジアのシェムリアップ州バコン郡の10ヶ所

の小学４年生を対象とした算数のテストと各学校の

担任や校長に対してアンケート調査を行った１。

本稿では，まず，児童の学力に影響を及ぼす要因

についての先行研究をレビューした上で，カンボジ

アの教育の現状について述べる。続いて，本研究の

方法論と結果を述べて，最後に児童の学力に影響を

与えている要因とその改善策を示す。

２．学力に影響を与える要因

児童の学力に影響を与える要因については多数の

研究が行われてきた。要因分析には，教育と経済の

関係を明示することを目的とした人的資本論を背景

とする教育経済学の分析手法である教育生産関数を

用いる。学力に影響を与える要因をインプット，学

習効果をアウトプットとした生産プロセスとして捉

えることで，教育効果の分析が可能となる。教育

生産関数は以下の式で表すことができる（Glewwe, 

2020）。

　　　　　A = a（S, Q, C, H, I）　　⑴

Aは学習効果，Sは教育年数，Qは学習に影響す

る学校と教師の特性である学校要因，Cは学習に影

響する児童の特性である児童要因，Hは学習に影響

する家庭の特性である家庭要因，Iは家庭による教

育への投資である。⑴式を線形モデルに変更するこ

とで実証分析が可能となる。

コールマン報告書は，学校要因は児童の学力にほ

とんど影響を与えず，家庭要因や社会的な要因が

学力に影響を及ぼすとした（Coleman et al., 1966）。

Baker et al.（2002）も，算数・数学及び理科の到達

度に関する国際的な調査であるTIMSS（Trends in 

International Mathematics and Science Study） の36の

高・中所得国のデータを分析し，学校要因（設備や

教員歴，欠席率や留年の有無など）よりも，家庭要

因（両親の学歴や自宅の本の冊数）が学力に強く影

響を与えていると報告している。

しかし，これとは反対に，学校要因の方が家庭要

因よりも学力に強く影響を与えているとする研究も

多くある。Heyneman et al.（1983）のメタ解析では，

29カ国の先進国と途上国の小・中学生の理数科の学

力データを分析し，途上国においては小学生の学力

には，家庭要因の影響よりも，学校要因（学校と教

師の質）の影響の方が強いと結論した。特に学校予

算や教科書，宿題，PTA，教師の教育レベルが学力

への影響が強い。

Glewwe et al. （2011）は1990年から2010年までに発

表された途上国の教育と経済効果に関する9,000本

に及ぶ論文から十分に質が高いと判断された79本に

ついて分析を行い，学校インフラ（電気，建物の状

態，机，黒板，教科書など），教師の質（教育レベル，

経験，研修，労働条件など）が学力へ影響を与えて

いると結論している。Hanushek（1995）は途上国に

関する96の先行研究のメタ解析を行い，教員の教育

レベル，学校インフラ（特に質の高い校舎や図書館

の建設）といった学校要因は先進国より途上国にお

いて学力に及ぼす影響が強いと指摘している。

一方，富田・牟田（2010）は，Heyneman et al. （1983）

とBaker et al. （2002）では，調査対象国のGNI/Capita

（Gross National Income per Capita：１人あたり国民総

所得）の違いが大きいことを指摘しており，GNI/

Capitaの低い国では学校要因の影響が強いが，GNI/

Capitaが高くなると家庭要因の影響が強くなると指

摘した。学校要因の方が児童の学力に強く影響を与

えると主張したHeyneman et al.（1983）の調査対象国

では，GNIが一番低い国がインドの116USDであり，
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一番高い国はアルゼンチンの2,040USDであった。学

校要因は影響を与えないとしたBaker et al. （2002）の

調査対象国の中でGNIが一番低いのはルーマニアの

1,317USDであり，一番高いスロベニアでは7,319USD

である。それぞれ結論づけられた要因が調査対象

国のGNI/Capitaの違いにより異なることから，GNI/

Capitaが高くなるにつれて，児童の学力に影響を及

ぼすのは学校要因から家庭要因にシフトしていくこ

とが推察される。

学校要因，児童要因，家庭要因のそれぞれの変数

を用いて，マラウイ（GNI/Capitaは157USD）の児童

の学力の影響を調査した富田・牟田（2010）による

と，学校要因（教室数や正規教員数，校長の学歴や

研修歴，担任教師の学歴や保有資格）が，家庭要因

（資産や電気・水道の有無，親の学歴など）よりも遥

かに児童の算数・国語の学力への影響が強いことを

確認している。その結果は共分散構造分析によりパ

ス図示されている。学校要因は直接児童のテストの

結果に影響を与えているが，家庭要因は直接テスト

結果には影響を与えず，児童要因（児童の学習環境）

にプラスの影響を与えることで，児童の学習環境は

児童のやる気に間接的にプラスの影響を与えてい

た。ただし児童のやる気はテストの結果に統計的に

有意な結果は得られなかった（富田・牟田，2010）。

また，エビデンスの質が高いと判断された92本の

論文の分析からは，学力に影響を与える要因には，

学習効果や学校教育年数に加えて，学習に影響する

と考えられる学校と教師の特性（学校要因）や子ど

もの特性（児童要因），世帯の特性（家庭要因），さ

らに，世帯が行う教育への投資があると結論づけた

（Glewwe et al., 2020）。

３．カンボジアの教育

3.1　現状

2022年のカンボジアの人口は1,676万人である

（World Bank 2023）。2019年のカンボジア国勢調査

のデータによると全人口における初等教育中退者の

割合は35.1％，初等教育修了率は31.1％であり，全

く学歴のない人の割合は0.06％である（Ministry of 

Planning（以下，MoP）, 2019）。全く学歴がない人

から小学校修了者までの合計は66.26％であり，人

口の1,110万人以上を占めている。大学卒業者は

2.9％に留まり教育水準はかなり低い（MoP, 2019）。

初等教育修了率を15-19歳に絞ると40.8％であり，

全人口の年齢区分では一番高い。これが2008年時

点でも42.8％であり，初等教育修了率は改善されて

いない（MoP, 2019）。カンボジア政府は独自の持

続可能な開発目標（CSDGs：Cambodian Sustainable 

Development Goals）を掲げており，教育は国家戦略

的開発計画（Cambodia’s National Strategic Development 

Plan 2019-2023）の中心的な要素としている。Royal 

Government of CAMBODIA（2018）によると小学校

の修了率を2023年までに90.6％，2030年までには

100％にするという目標を立てている。

最新の就学率を確認すると，2021年の小学校の

純就学率は86.54％になる。ただし，パンデミック

中に長期間の休校措置が取られたため，純就学率

は2019年 に は90.65％，2020年 に は89.15％，2021

年には86.54％と低下している２。2021年に就学し

ている児童が100％修了したとしても2023年の目標

（90.6％）には届かないことになる。

児童の学力について確認すると，カンボジ

アは2018年に初めて，経済協力開発機構（以

下，OECD）による学力検査であるProgramme for 

International Student Assessment for Development（ 以

下，PISA-D）に参加した。2022年にも参加してい

るが，結果の公表が2023年12月の予定のため，ここ

では2018年のデータを用いる。

PISAは習熟度レベル（レベル０-５の６段階）で

判定する。平均得点が500点になるようにし，全児

童の約３分の２が400～600点（標準偏差100）の間

に入るように計算している。

PISAでは，レベル２が基本的な能力レベル（408

～480点）として判定されるが，カンボジア以外

のASEAN各国では算数，国語，科学においてレベ

ル２の割合が平均50％を超えているのに対し，カ

ンボジアの平均は10％以下であった（Ministry of 

Education, Youth and Sport （以下，MoEYS）, 2018）。

2020年初頭より世界的に蔓延したCOVID-19の影
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響により，政府は2020年３月末～８月末と2021年

３月末～10月末に教育機関を休校とした３，４。休校

中の対応として，インターネット回線やPC，スマー

トフォンを保有している家庭の児童はオンライン授

業を受講していたが，農村部の学校ではオンライン

で受講できる児童が少数であったため，教員が各家

庭を周り宿題の配布や指導を行う対応をしていた。

ただし，学校ごとに対応は分かれており，教員が毎

日家庭を周った学校もあれば１週間に１－２回程度

に留まる学校もあった。

3.2　初等教育の課題

カンボジア政府はPISA-Dの結果から，教育制度

の課題として留年制度と学習時間の短さを取り上げ

ている（MoEYS, 2018）。一般に，留年制度があっ

て留年の割合が高いほど数学と科学ともに成績が低

下するので，教育システム全体から考えると効果が

なく費用だけかかる制度であると考えられている

（OECD, 2016b）。しかし，カンボジアでは多くの校

長や教員が低学力の児童にとって留年制度が必要で

ある，と考えている。また学習時間の短さは，教員

の遅刻や私用電話，授業時間中の会議などが原因と

なっていて，学校の規律を整える必要があるとして

いる（MoEYS, 2018）。

教員のスキルの低さも課題である。カンボジア

の教員養成学校のトレーナーと研修生を対象にし

た調査を実施したところ，トレーナーと研修生の

知識レベルが低く，中学３年生の平均的な数学の

スコアよりも低い結果であった（Tandon and Fukao, 

2015）。教員の経験年数も学力に影響を与えない。

Shuttleworth and Shuttleworth（2017）はカンボジア

の小学校20校の教員（58名）を調査した結果，教員

の経験年数は生徒の学力には全く影響を与えていな

かった。

教育予算も乏しい。2015年の世界のハード及び

ソフトを含めた公教育予算の中央値はGDPの4.7%

であるが，カンボジアの教育予算はGDPの2.7%で

あった。ただし，対GDP比の教育予算を増額すれ

ば学力が向上するとは限らない（MoEYS, 2018）５。

3.3　児童の学力

カンボジアの児童の学力に関する研究は2010年

前後から増えてきている。Jeffery et al.（2009）は，

200校で2006年に３年生（6,800人），2007年に６年

生（6,000人）の調査を実施し，学校要因（教員の

専門的知識―ただし算数のみに有意，黒板を使った

授業頻度など）と児童要因（欠席回数など），家庭

要因（貧富の差）が学力に影響を与えていることを

確認している。

石黒（2017）もシェムリアップ州の６つの小学校

で学力テストと児童へのアンケート調査を実施し，

学校要因，家庭要因，児童要因が影響を与えている

ことを確認している。そして，家庭要因（家庭の資

産・水源，家事労働時間）と児童要因（宿題の頻度）

が学力に正の影響を与えていることを示した。ただ

し学校要因は全てダミー変数として扱っていたた

め，学校要因を構成する変数のうち，どの変数が影

響しているかは明らかではない。

Marshall et al.（2012）は，2006年と2009年の小

学３年生の各年度で約5,000人，2008年と2010年

の中学３年生の各年度で約5,000人を対象に学力と

その要因について調査し，家庭の社会経済的地位

（Socioeconomic Status：SES）や家庭が所有する本

の数などの家庭要因が学力に有意にプラスの影響を

与えていると結論づけた。また女子は男子より，留

年経験者はそうでない児童より，両学年で有意に点

数が低かった。年齢については，小学３年生では年

齢の高い児童ほど有意に点数が高く，中学３年生で

は年齢の高い生徒ほど有意に点数が低かった。

学校要因よりも家庭要因の方が影響を与えている

が，先進国よりは学校要因の影響が強いと結論づけ

たのが，Song（2012）の研究である。農村地域と

都市郊外地域から無作為に抽出した32校の小学校

と小学６年生1,080名を対象に調査した結果，学校

要因よりも家庭要因と児童要因の方が学力に影響を

与えており，学校要因は学力の変動の35％に寄与す

るにすぎないことが判明した。ただしこの比率は先

進国と比較すれば，学力に対する学校要因が強く効

いている。テストに有意にプラスの影響を与えた変

数は家庭教師の有無や教員歴であり，マイナスの影
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響を与えたのは年齢の高さや授業時間の短さであっ

た。

Chin（2022）は，プノンペンで無作為に抽出した

38校の小学校と小学６年生を対象に，校長のリー

ダーシップと児童の学力について調査した。校長の

リーダーシップ（６項目の合成変数）が児童の学力

を向上させることが判明したが，教師の学歴や教員

歴は学力に影響を与えなかった。また年齢の高さと

留年経験は有意にマイナスの影響を与えていた。

４．方法論

4.1　調査地と調査データの概要

調査地のシェムリアップ州は，世界遺産のアン

コール遺跡群がある観光都市であるが，車で30分

程度の距離には農村地域が広がっている。人口は約

100万人で，25州ある中で４番目に人口が多い州で

ある（MoP, 2019）。バコン郡はシェムリアップ州中

心部から東へ10kmほどに位置している。約23,000

世帯が暮らし，人口は約90,000人である。郡内には

45カ所の小学校と６カ所の中学校，６カ所の高校が

ある（2023年時点）６。バコン郡の中心には，プノ

ンペンからシェムリアップを結ぶ国道６号線が通っ

ており，シェムリアップに近い国道沿いは商店や市

場，病院などのアクセスが容易である。

2022年８月から９月にかけて，カンボジアのシェ

ムリアップ州バコン郡の10校の小学校で小学４年

生401人（有効回答人数）に対してアンケート調査

を実施した７。算数のテストはバコン郡の教育委員

長及び複数の校長によって作成され，採点者により

正誤の判断が分かれる問題は修正し，全50問（50点

満点）とした。解答時間は30分間である。

児童のアンケートは，該当校以外での小学校４年

生に対し２度のトライアルを実施し修正を行った。

アンケート調査と同時にBMI-Zスコア８の算出のた

めの身長・体重測定と視力検査を実施した。

図１はバコン郡10ヶ所の小学校４年生401名に対

して実施した算数テスト結果の階級数を10とした

ヒストグラムである。高得点の生徒が少ない傾向が

確認できる。

表１は学校ごとのテスト結果と統計量である。全

ての学校に欠席者がいたため実際の児童数ではなく

有効回答人数で算出した結果，50点満点で最高点

は32点，最低点は０点であり，全体の平均点は14.7

点（標準偏差7.01点）であった。児童数が多く平均

値が高い学校（H校：平均値18.9）は国道沿いの学

校である。平均値が最も低かった学校（D校：平均

値8.9）と倍以上の開きがあり，学校ごとのバラツ

キが認められた。

図１　算数のテスト結果分布

出所：著者作成
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4.2　因子分析

因子分析とは多変量解析の一手法であり，変数の

背後にある要因を明らかにする。例えば，ある商品

についての顧客満足度調査を４段階の回答で10問

のアンケートを実施し，10問が３グループに分か

れるとすると，その質問は３つの隠れた要因（例

えば，商品価格・CMの内容・商品の品質）に規定

されていることになる。本研究での因子分析には

SPSS29.0を用いた。

4.3　共分散構造分析

共 分 散 構 造 分 析（Structural Equation Modeling: 

SEM）は，多くの変数がどのように影響し合って

いるのかを解析する因果モデルである。互いに関連

を持つ複数の変数間の関係性をモデル化し，パス図

を作成することで変数同士の関係性を理解すること

ができる。本研究ではSPSS Amos29.0を用いた。

５．分析結果

5.1　因子分析結果

因子分析を実施するため調査項目の変数から平均

値，標準偏差を算出し，得点分布を確認した。当初

設定した変数は18個であったが，このうち３個の変

数には天井効果やフロア効果９と考えられる偏りが

見られたことから，該当する変数を削除し，最終的

に15項目を分析対象とした。

次に15項目に対して最尤法による因子分析を行

なった。固有値の減衰状況と因子の解釈可能性から

４因子構造を仮定して最尤法・プロマックス回転を

行なった。結果を表２に示す。十分な因子負荷量

（.3以下）を示さなかった５項目（Preprimary＝幼

稚園通園有無，Gender＝性別，Time to school＝通

学時間，Siblings＝兄弟姉妹の人数，BMI Z score＝

BMI-Zスコア）は分析から排除した。

５項目を排除した10項目の変数の説明を表３に

基本統計量を表４に示す。Family asset１は電気，

井戸，バイク，車の保有状況の合成変数で，いわゆ

る家庭資産である。Family aseet２は牛，水牛，豚

小屋，鶏小屋の保有状況の合成変数で，家庭資産の

中の家畜資産である。Pandemic QualityはCovit-19に

よるパンデミック中の休校時に学校が実施した対応

策（オンライン授業の有無，教師による児童の家庭

訪問の頻度）での合成変数である。また学校設備で

あるSchool assetは給食，図書室，職員室の有無か

らの合成変数である。給食，図書室，職員室の全て

が存在しない学校はなかったため合成変数は０～３

にはならず１あるいは２，３となった。

 

 

表１　学校ごとのテスト結果と統計量

 
出所：著者作成
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表２　因子分析結果：１回目
（因子抽出法: 最尤法 ，プロマックス回転後の因子パターン）

 
出所：著者作成

表３　各変数の説明

 
出所：著者作成

表４　各変数の基本統計量

 
出所：著者作成
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表５は各変数間の相関係数を示している。0.5以

上の強い正の相関が認められたのは，パンデミック

中の学校対応と校長の教員歴（.68）である。次に

強い相関係数が認められたのは，パンデミック中の

学校対応と学校設備との負の相関（-.49）である。

他の変数間の相関係数から，年齢と留年経験（.29），

家庭学習時間と家事労働時間（.47），市中心部から

の距離と家庭資産（.32）および家畜資産（-.34）に

やや強い相関が認められるため，４因子構造が適し

ている。

10項目による再度の最尤法・プロマックス回転に

よる因子分析の結果を表６に示す。10項目全てに

おいて十分な因子負荷量を示しており，４因子で10

項目の全分散を説明する割合は66.23％であった。

ここで，抽出された４つの因子を区別するため

に，以下のとおり命名した。第１因子はPandemic 

Quality＝パンデミック中の学校対応とSchool asset

＝学校設備，Work exp Principal＝校長の教員歴の３

項目で構成されていることから，「学校要因」因子

とした。第２因子はWork at home＝家事労働時間と

Study at home＝家庭学習時間の２項目で構成されて

いることから，「家庭時間」因子とした。第３因子

はDistance＝市中心部からの距離とFamily asset1＝

家庭資産，Family asset2＝家畜資産の３項目で構成

されていることから，「立地と資産」因子とした。

最後の第４因子はAge＝年齢とRepeat same class＝

留年経験の２項目で構成されていることから，「児

童要因」因子とした。

因子間の相関関係について検討すると，全ての因

子について正の相関が見られた。第１因子「学校要

表５　各変数間の相関係数

 
出所：著者作成

表６　因子分析結果：２回目
（因子抽出法: 最尤法 ，プロマックス回転後の因子パターン）

 
出所：著者作成



55カンボジアの小学生の学力に影響を与える因子分析と共分散構造分析による因果モデルの検討

因」と第３因子「立地と資産」に中程度の正の相関

（.346）が見られ，第２因子「家庭時間」と第４因

子「児童要因」の相関係数は０に近い値（.008）で

あった。

この結果から４因子を潜在変数とし10項目を観

測変数と特定した。

5.2　共分散構造分析結果

　４因子が算数のテスト結果に及ぼす影響を調べる

ために，共分散構造分析によるパス解析を行なった

結果を図２に示す。図のパス係数は全て標準化推定

値である。適用度指標はGFI＝ .935，AGFI＝ .888，

CFI＝ .863，RMSEA＝ .090であり，説明できるモデ

ルになっていることが確認できた。なお***p＜ .01，

**p＜ .05である。

5.2.1　学校要因

学校要因はテストの結果には統計的に有意な影響

はなく，パス係数も .09と小さい。

学校要因は，学校設備であるSchool Assetに負の

効果（-.49）が認められ，校長の教員歴（.67）とパ

ンデミック中の学校対応（1.02）に正の効果が認め

られた。校長の教員歴を軸にした場合，教員歴が増

えるほどパンデミックの休校中の対応はオンライン

授業や毎日家庭訪問するなどの対応が増加し，逆に

学校の設備は乏しくなる。学校設備が整っていない

学校ほどベテランの校長が配置されており，授業の

対応の質が高くなると解釈することができよう。

学校要因から家庭時間に対しては正の効果（.99）

が認められた。学校要因が児童の家庭学習時間と家

事労働時間を増加させる傾向がある。

5.2.2　家庭時間要因

家庭時間についてもテストの結果には統計的に有

意な影響は見られず，パス係数も .07と小さい影響

しか与えていない。

家庭学習時間（.77）と家事労働時間（.60）は互

いに正の効果が認められるため，家庭学習時間が増

えると家事労働時間が増え，また逆に家事労働時間

が増えても家庭学習時間も増える。しかし，家庭学

習時間が増えてもテストの結果には影響を与えな

い。

図２　パス図―標準化推定値

出所：著者作成
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家庭時間は立地と資産に１％の有意水準で正の影

響（1.24）を与えており，逆に立地と資産から５％

の有意水準で負の影響（-1.53）を受けている。検

証のため，立地と資産から家庭時間へのパスを削

除して解析してみたが，適用度指標はGFI＝ .925，

AGFI＝ .874，CFI＝ .828，RMSEA＝ .099であった。

パスを削除しない図２の解析結果が最適なモデルと

なる。

このモデルによれば，家庭学習時間や家事労働時

間が，家庭の資産や街までの距離にプラスの影響を

与えていることになる。児童の勉強時間や家事労働

時間が増えると，両親にプラスの影響を与え，両親

のモチベーションが上がることで，立地と資産に正

の影響を与えると解釈できるかもしれない。例え

ば，両親が子どもに期待をして街の近くに引っ越す

ことや，家庭の資産に投資するなど子どもの学習環

境を整えるなどの行動である。

次に，資産が多い家庭や街へ近い家庭ほど，子ど

もの家庭学習時間と家事労働時間が減る。ゲームや

テレビ，また街への外出などが増えるために，家庭

学習時間や家事労働時間が減少するのかもしれな

い。また，アンケートは「家」での学習時間を調査

したため，塾など家以外の学習時間が反映されてい

ない可能性がある。

5.2.3　立地と資産要因

立地と資産はテストの結果に１％の水準で正の効

果（.38）を及ぼすことが認められる。

市中心部からの距離（.84）と家庭資産には正の

効果（.37）が認められ，家畜資産には負の効果（-.42）

が認められた。街までの距離が近いほど，また家庭

資産が多く家畜資産が少ないほど，テストの結果は

良くなる。また，街までの距離が近くなるほど，家

庭資産が増え家畜資産が減少するとも考えられる。

すなわち，街に近く，家畜資産が少ない都市型の家

庭ほど，テストの結果が良くなるのであろう。

ただしパス係数を確認すると，立地と資産からテ

ストの結果へ正の効果（0.38）よりも，家庭時間へ

の負の効果（-1.53）の方が影響は大きい。家での

勉強時間は減少するがテストの点数にはプラスの影

響を与えるのである。一つの可能性として，資産が

多い家庭の児童は，塾などで学習するために，家庭

学習時間は減少するが，より効率良く学習できてい

るということが考えられる。

5.2.4　児童要因

児童要因はテストの結果に１％の水準で負の効果

（-.27）を及ぼすことが認められる。児童の年齢が

高いほど，また留年経験があるほどテストの結果が

悪くなる。児童の年齢のパス係数は .82，留年経験

のパス係数は .35である。本来学び直しを目的とし

た留年制度は，学力向上に寄与することなく負の影

響をもたらしている。

また児童要因は各要因（学校要因，家庭時間，立

地と資産）とパスを繋ぐとモデルが不適合となる。

他の要因からは全く影響を受けておらず，年齢の高

さそのものが学力にマイナスの影響を与えている。

６．結論および考察

カンボジアでは，学校要因，家庭要因，児童要因

の全てが児童の学力に影響を与えているようである

が，どの要因が最も強い影響を与えているのかは，

先行研究からは明らかにならなかった。また性別や

教員歴などの変数がプラスに影響を与えている研究

もあれば，マイナスの影響を与えているとする研究

もある。

本研究では，カンボジアの児童の学力に有意な影

響を与える要因として，立地と資産要因と児童要因

があることが示された。立地と資産は家庭要因の一

部であり，学力にプラスの影響を与えている。児童

要因は学力にマイナスの影響を与えている。その一

方で，学校要因や家庭時間要因は有意に影響を及ぼ

していなかった。GNI/Capitaの低い国では学校要因

の影響が強く，GNI/Capitaが高くなると家庭要因の

方が強い影響を及ぼすようになるという富田・牟田

（2010）の仮説に従えば，カンボジアはGNI/Capita

が1,700USDに達した10ことで，影響要因が学校要因

から家庭要因に代わる過渡期にあると考えることが

できよう。したがって，学校支援を中心に置いてき
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たカンボジアの教育政策やNPO・NGOによる支援

のあり方も転換期に差し掛かっている可能性があ

る。

学校要因が学力には影響を及ぼしていないとして

も，学校要因へ介入することが無意味であるという

ことにはならない。学校や教室が不足している地域

には学校建設などの介入が依然必要である。

教員の能力の向上も重要である。Shuttleworth and 

Shuttleworth（2017）によると，カンボジアで教員

向けの研修プログラムを３年間実施したところ，教

員の知識とスキルが飛躍的に向上したと述べてい

る。研修プログラムを実施した対象校と，実施し

ていない比較校の児童のテスト結果を比べると，１

年生，２年生，３年生の平均点が対象校では87％，

79％，69％で，比較校は40％，30％，29％であっ

た。教師の能力レベルの向上と児童の学習効果の間

には高い相関関係がある。

MoEYS（2018）が指摘している通り，年齢の高

さと留年経験がカンボジア教育における最大の課題

である。本研究でも児童要因の年齢の高さと留年経

験が学力にマイナスの影響を与えていた。他の要因

から影響を受けていないことからも，対応策として

は，同学年で年齢が高くなる原因のみを取り除く施

策を考える必要がある。その原因は留年制度と入学

遅延である。解決策としては，留年させるのではな

く補習や補講を実施し，学力の低い児童のフォロー

アップを行うことや，入学遅延を阻止するために，

地域と学校の連携を強化し，入学適齢期の児童を把

握し新学期に全員受け入れること，などが考えられ

る。この施策はほとんど予算をかけることなく実施

することができ，確実に児童の学力の低下を防げる

施策である。

家庭時間（家庭学習時間と家事労働時間）が学力

に有意な影響を与えないことも判明した。興味深い

ことに家庭時間は立地と資産にプラスの影響を与え

ており，立地と資産からマイナスの影響を受けてい

る。このことは児童の家庭時間，言い換えると学外

での時間の使い方が重要であると解釈することがで

きよう。

本研究の課題として，今回の調査では測定してい

ないが学力に影響を与えると考えられる変数の有無

を確認することである。共分散構造分析の非標準化

係数を確認すると，テスト結果の誤差値のパス係数

が大きな値（34.70）を示していた。これはテスト

の結果について本調査の要因（学校要因，家庭時間，

立地と資産，児童要因）よりも大きく影響を与える

未知の要因が存在している可能性があるということ

である。

例えばMoEYS（2018）で指摘していた学習時間

の短さなどは測定できていない。また，児童の学力

に与える影響を推定しようとする従来の研究には，

「省略された学校の特性」と「観測されなかった子

どもとその家庭の特性」という２つの関連した問題

があるとしている（Glewwe 2002）。やり抜く力や

我慢強さは児童と教師ともに非常に重要だと考えら

れるが（アンジェラ・ダックワース , 2016），本研

究では測定しなかった。

また，今回の調査はシェムリアップ州バコン郡の

みの結果であるため，他の地域においても，同様の

調査を行い，分析の精度を上げる必要がある。

さらに，サンプルの問題として，調査時に学校に

通うことができていた児童のみが対象になっている

ことである。当日欠席して調査から外れた児童の中

には慢性的な体調不良や，親の出稼ぎ先（多くはタ

イなどの隣国）に連れられていた可能性がある。ま

た，小学校の純就学率は86.54％（2021年）２である

ため，そもそも学校に通うことができていない児童

も存在している。このような欠席者や通学できてい

ない児童の学力を測定することも重要であるが，現

実的には困難であり本研究の限界があると言える。
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では，バコン郡教育委員長Tann Vichkareangsey氏，

Prom Samnang氏にご協力を頂いた。さらに，本研究
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の実施及び本稿の執筆にあたり，公共政策研究科藤

倉良教授からご指導を頂いた。これらの方々に記し

て謝意を表する。

注記

１　著者が運営しているNPO法人の活動でバコン郡教育

局の教育委員長と面識があり，本研究の趣旨を説明した

ところ全面的な協力を約束してくれたためバコン郡を選

定した。

２　純就学率のデータはUNESCO Institute of Statistics

のWebサイトを参照した。http://data.uis.unesco.org/

（最終閲覧日：2023年８月30日）。

３　バコン郡教育局教育委員長へのヒアリング結果（2023

年８月）。

４　Kaffenberger（2021）によると，世界のパンデミッ

ク中の休校措置により現在の３年生の児童が10年生にな

るまでに，1.5年分（またはそれ以上）の学習量を失う。

ただし，学校に戻った直後から効果的な補習を行うこと

で，３年生の児童の長期的な学習損失を半分に減らすこ

とができることが示唆されている。2022年の世界銀行の

報告書は，簡単な文章の読み書きができない学習貧困率

は低・中所得国において2019年が57％であったが，パン

デミック中の世界的な教育機関の休校措置により70％に

上昇すると推定している（World Bank, 2022）。

５　ベトナムの場合，児童一人当たりの教育予算はOECD

平均を大きく下回っているが，数学ではOECD加盟国の

中で最も成績の良い国になっている。社会的状況や政策

などにより，予算をかけずとも効果が期待できる場合も

ある（MoEYS, 2018）。

６　バコン郡教育局教育委員長へのヒアリング結果（2023

年８月）。

７　小学校はバコン郡教育局教育委員長に，国道沿いの

学校から農村地域の学校まで含まれるように依頼して選

定した。

８　肥満度を測る場合，成人はBMI（＝体重kg ÷（身長

m）２）にて算出するが，小児の場合は成長につれ体重や

身長が変化するため，性別と年齢を考慮したBMI-Zスコ

アにて算出する。WHO（世界保険機構）も小児におい

てはBMI-Zスコアを推奨している。

９　天井効果（Ceiling Effect）とフロア効果（Floor 

Effect）とはデータが偏っている場合に発生する。正規

分布に従わず上限値に偏る場合を天井効果が，下限値に

偏る場合をフロア効果があると言う。

10　カンボジアのGNI/Capitaは世界銀行のWebサイト

を 参 照 し た。https://data.worldbank.org/indicator/

NY.GNP.PCAP.CD?locations=KH（最終閲覧日：2023

年８月30日）。
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